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【結論】

当年度の社会福祉充実残額はマイナス→社会福祉充実計画の作成は不要

【簡便計算式】

令和6年度

65,879,917 37,436,610

134,877,664 133,825,938

68,925 126,250

2,135,161 2,799,898

0 0
0 0

0 0

100,764,220 0

568,934 0

148,922 0

0 0

24,381,229 0

▲ 105,385,169 ▲ 109,047,414

▲ 79,877,823 ▲ 83,740,687

▲ 3,354,120 ▲ 2,509,452

0 0

140,207,860 ▲ 21,108,857

▲ 891,730,039 ▲ 927,585,813

▲ 891,730,039 ▲ 927,585,813 不明差異

▲ 751,522,179 ▲ 948,694,670 0

▲ 751,520,000 ▲ 948,690,000

【法令による計算式】
A活用可能な B控除対象財

＝ 財産 － 産① － 特例計算
特例
計算

381,472,195 402,581,052 927,585,813

A 【活用可能な財産】 ＝ 資産 － 負債 － 基本金 － 国庫補助等特別積立金

1,449,204,779 998,584,242 31,898,044 37,250,298

※負債、基本金及び国庫補助等特別積立金との重複部分は調整

B ＝ 財産目録により特定した事業対象不動産等に

係る貸借対照表価額の合計額

内訳
未収補助金（全事業） 1,030,200
貯蔵品（社福） 2,575,878
商品製品 1,940,885
原材料 550,940
前払金（社福） 0
仮払金（社福） 0
基本財産土地 166,113,469
基本財産建物 534,689,014
土地（社福） 78,767,021
建物（社福） 417,786,227
構築物（社福） 19,854,241
車両運搬具（社福） 4,960,534
器具及び備品（社福） 15,361,151
有形リース資産（社福） 17,820,660
ソフトウェア（社福） 412,534
無形リース資産（社福） 2,040,720
差入保証金（社福） 11,300 1,263,914,774
基本金(1号2号） 重複の調整 ▲ 31,898,044
国庫金補助等特別積立金 　　〃 ▲ 37,250,298
1年内返済設備借入金（全事業） 　　〃 ▲ 37,624,000
設備借入金（全事業） 　　〃 ▲ 734,700,000
1年内返済リース債務（全事業） 　　〃 ▲ 6,499,680
リース債務（全事業） 　　〃 ▲ 13,361,700

【特例計算】
年間事業活動支出(資金収支計算書） 927,585,813

建物（公益収益）

事業未収金(全事業）

令和7年度　社会福祉充実残額の算定

項目 令和7年度

資産 現金預金(全事業）

未収金(全事業）

立替金(全事業）

前払費用(全事業）
仮払金（公益収益）

土地（公益収益）

特例計算

構築物（公益収益）

器具備品（公益収益）

長期前払費用（公益収益）

その他の固定資産

3号基本金

小計

控除 ②再取得に必要な財産

③必要な運転資金

債務

流動負債（設備借入、リース債
務除く）(全事業）

法人内退職金等(全事業）

長期未払金(全事業）

▲ 948,694,670

381,472,195

【控除対象財産①（社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等】

402,581,052

小計
差引計 社会福祉充実残額

社会福祉充実残高


